
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 95%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域
に係る地域社会の維持に関する特別措置法
第５条～第９条、第１１条～第１７条

主要政策・施策

％

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

-

特定有人国境離島地域の
人口における社会増（転入
者数が転出者数を上回る
状態）

実施方法

27年度

計

29年度

その他の事項経費

-

事業名

会計区分

30年度

-

有人国境離島政策の推進に必要な経費 担当部局庁 総合海洋政策推進事務局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助、交付

担当課室 有人国境離島政策推進室
参事官　佐藤　弘之
参事官　安達　孝実

-

翌年度へ繰越し -

定常的に社会増となる状態
（転入者数が転出者数を上
回る状態）を実現

28年度

補正予算

予備費等

当初予算

定量的な成果目標

5,047

-

-

中間目標

270- -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人

- -

平成２９年度
事業終了

（予定）年度
平成３８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国の領海、排他的経済水域等を適切に管理する必要性が増大していることに鑑み、有人国境離島地域が有する我が国の領海、排他的経済水域等の
保全等に関する活動の拠点としての機能を維持するため、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図る。

前年度から繰越し

執行率（％） - - 90%

0 0 5,317 5,051 0

4,793

人

平成３０年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-

1

関係する
計画、通知等

達成度

-

33

-

年度

○特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図るため、特定有人国境離島地域の地方公共団体が実施する航路・航空路の運賃低廉化、物資の費用負
担の軽減、雇用機会の拡充等に必要な経費の一部を支援する。
○特定有人国境離島地域での雇用機会の拡充を図るため、特定有人国境離島地域において創業・事業拡大等を行う事業者に対するスタートアップ融資を
行う地域金融機関に対して利子補給を実施する。
○有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図る上で必要となる各種調査を実施する。

▲ 886

-

-

5,051

-

- -

-

- -

-

-

「経済財政運営と改革の基本方針2016 （骨太方針）」（平成
28年6月2日閣議決定）
「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係
る地域社会の維持に関する基本的な方針」（平成29年４月７
日 内閣総理大臣決定）
「海洋管理のための離島の保全・管理のあり方に関する基本
方針」（平成28年７月26日 総合海洋政策本部決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平成29年6月9日閣
議決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

年度38

0

30年度当初予算

5,000

27

15

7

1

1

5,051

海洋政策

事業番号 　 0129

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由31年度要求

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域事
業活動支援利子補給金

諸謝金

職員旅費

庁費

その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

0



政
策
評
価

済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
と

30年度
活動見込

31年度
活動見込

30年度
活動見込

31年度
活動見込

110

30年度
活動見込

31年度
活動見込

2

○

中間段階での支出があるものについては、公募要領等の範
囲内で支出を決定しており妥当である。

○

本事業は、「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離
島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」に規定
されているように、国が主体となって行うとともに、必要な財
政措置を行うこととされている。

評　価項　　目

本事業の目的である我が国の領海、排他的経済水域等の保
全等に関する活動拠点の機能維持は、議員立法により要請
されたものであることからも分かるように、我が国にとって極
めて重要かつ喫緊の課題であり、国民や社会のニーズに的
確に反映したものである。

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

300

件

活動指標

計算式 予算額/島
数

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標 27年度 28年度 29年度

27年度

- - 100

- -

- - 7

28年度

28年度 29年度

- - 61

300

- -

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

活動指標

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金の事業件
数

活動実績

63

29年度

7

30年度活動見込

- -

特定有人国境離島地域事業活動支援利子補給金の利
子補給の融資件数

件

-

△

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

効果等を考慮した上で実施している。

整備された施設等については十分な活用報告がなされてい
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

支出先の選定については、一般競争入札（総合評価）によ
り、競争性を確保しているが、一者応札の案件が３件生じ
た。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

○

本事業は、「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離
島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」に規定
された事業であるとともに、「経済財政運営と改革の基本方
針2017（骨太方針）」、「海洋管理のための離島の保全・管理
のあり方に関する基本方針」等に位置付けられた優先度の
高いものである。

各地域からの事業計画等の内容も精査しており妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業件数の見込みについて、一部不十分な部分があった。

○

単位

社会維持推進交付金・事業活動支援利子補給金／特
定有人国境離島数（71島）

単位当たり
コスト

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

有

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

‐

都道県に対しヒアリングを行うなどして、適切な事業実施を担
保している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

無

○

都道県に対しヒアリングを行うなどして、適切な事業実施を担
保している。

交付金事業に係る補助率については、他の離島振興施策
（一般離島・沖縄・奄美等）とのバランスを考慮し、決定してお
り妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

-

当初見込み 件

- 122

国境離島政策の推進に係る調査の件数
活動実績 件

-

事業所管部局による点検・改善

27年度

27年度 28年度

4,506/71

71

5,027/71

29年度

施策 ①有人国境離島政策の推進

政策 22.有人国境離島政策の推進

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

事業番号 事業名所管府省名

事業の執行状況の把握や有人国境離島地域における優良事例の収集・整理等を踏まえつつ、事業効果の検証・分析を行い、より効率的・効果
的な制度運用に努める。

我が国の領海、排他的経済水域等を適切に管理する必要性が増大していることに鑑み、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地
域の地域社会の維持を図るため、引き続き、事業内容・効果について精査を行いつつ、特定有人国境離島地域の地方公共団体が実施する航
路・航空路の運賃低廉化、物資の費用負担の軽減、雇用機会拡充等に必要な経費の一部について支援等を行う。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

点検結果

平成29年度 内閣府 新29 0014

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

374

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

金　額
(百万円）

A.長崎県

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

特定有人国境離島地域社会維持推進交付
金

使　途

交付金

金　額
(百万円）

1,720

B.佐渡汽船株式会社

費　目 使　途

374計 1,720 計

交付金
特定有人国境離島地域社会維持推進交付
金

費　目

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

利子補給金
特定有人国境離島地域社会維持事業支援
利子補給金

11 利子補給金
特定有人国境離島地域社会維持事業支援
利子補給金

1.6

C.凸版印刷株式会社 D.株式会社第十八銀行

費　目 使　途

調査費
特定有人国境離島地域の計画策定支援の
ための調査

97

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 11 計 1.6

計97計

E.みずほ総合研究所株式会社 F. 

費　目

0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

内閣府

５,０００百万円

内閣府

２７百万円

C.管理団体（民間団体）

１１百万円

D.指定金融機関

２百万円

特定有人国境離島
地域社会維持事業
支援利子補給金

特定有人国境離

島地域社会維持

推進交付金

交付

利子補給

B.民間企業

４,０４３百万円

交付

A.地方公共団体

４,４９５百万円

交付

内閣府

【一般競争契約（総合評価）】

E.民間企業

２８４百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

壱岐市

北海道

長崎県

新潟県

五島市

対馬市

鹿児島県

島根県

新上五島町

佐渡市

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

84 - - -

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

134 補助金等交付 - - -

補助金等交付

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

150 補助金等交付 - - -

- -

五島漁業協同組合

九州郵船株式会社

2310002014460
特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

76 補助金等交付 -

5

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

- -

- -8

7

6

1

1000020320005

1000020424111

入札者数
（応募者数）

落札率

10

-

7000020422118

3000020422096

8000020460001

5000020150002

4000020420000 1,720

8000020422100

2

3

9000020152242

- -

法　人　番　号

補助金等交付

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

-

-

契約方式等

-

-

7000020010006

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

2242

200 補助金等交付 - - -

-

全日本空輸株式会
社

- -

補助金等交付 - - -

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

佐渡汽船株式会社 2110001027748
特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

374 補助金等交付

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

種子屋久高速船株
式会社

6340001013696
特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

1010401099027

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

153 補助金等交付 - - -

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

120 補助金等交付 - - -

10

8

9

オリエンタルエアブ
リッジ株式会社

9310001008713

有限会社橋口水産

株式会社五島産業
汽船

3310001006920

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

166 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

隠岐汽船株式会社 5280001005404

九州商船株式会社 3310001000411

8290001012603

7310005007003

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

11 補助金等交付 - - -1 凸版印刷株式会社 7010501016231

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

- -

-

補助金等交付504

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

-211

- -

535

370

340

131

100

69

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

273

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金

特定有人国境離島地域社
会維持推進交付金



D

E

特定有人国境離島地域ア
イランドホッピングツアーに
係る調査

21
一般競争契約
（総合評価）

2 87.4％ -

国境離島での暮らし・起業
の魅力調査

27
一般競争契約
（総合評価）

4 -
予定価格が類推されるおそれが
あるため、落札率は記載してな
い。

-
予定価格が類推されるおそれが
あるため、落札率は記載してな
い。

シナジーマーケティ
ング株式会社

9120001111189
特定有人国境離島地域プ
ロジェクト広報に関する調
査

27
一般競争契約
（総合評価）

1 88.9％ -

みずほ総合研究所
株式会社

5010001021403
特定有人国境離島地域の
計画策定支援のための調
査

97
一般競争契約
（総合評価）

5

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0 補助金等交付 - - -

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0 補助金等交付 - - -

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0 補助金等交付 - - -

- -

株式会社山陰合同
銀行

6280001000230
特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0.1 補助金等交付 - - -

株式会社十八銀行 7310001000829
特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

1.6 補助金等交付 -

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0.3 補助金等交付 - - -

4

5

2

3

株式会社親和銀行 1310001005552

株式会社南日本銀
行

7340001004232

株式会社第四銀行 7110001000007

1

支　出　先 法　人　番　号

特定有人国境離島地域社
会維持事業支援利子補給
金

0 補助金等交付 - - -6

7

福江信用組合 6310005006856

鹿児島相互信用金
庫

7340005001465

専門人材による特定有人
国境離島地域の現地調査
（産品開発・販路拡大、農
林水産品関係）

53
一般競争契約
（総合評価）

1 -
予定価格が類推されるおそれが
あるため、落札率は記載してな
い。

専門人材による特定有人
国境離島地域の現地調査
（観光関係）

45
一般競争契約
（総合評価）

2 -
予定価格が類推されるおそれが
あるため、落札率は記載してな
い。

5

6

3

4

アビームコンサル
ティング株式会社

8010001085296

株式会社JTB総合研
究所

9010001074645

株式会社JTB西日本 7120001044176

1

2 凸版印刷株式会社 7010501016231

支　出　先 法　人　番　号

特定有人国境離島地域プ
ロジェクト支援に係る調査

14
一般競争契約
（総合評価）

1 -
予定価格が類推されるおそれが
あるため、落札率は記載してな
い。

7
ランドブレイン株式会
社

9010001031943
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